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　1．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･金融市場調節方針の決定および「当面の金融政策運営につい
て」の公表に関する件（5月21・22日）

　本委員会は、平成25年5月21・22日の金融政策決定会合において、次回金融政

策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること、および当面の

金融政策運営について別紙のとおり公表することを決定した。

記

　マネタリーベースが、年間約60〜70兆円に相当するペースで増

加するよう金融市場調節を行う。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2013年4月26日開催分）に関す
る件（5月21・22日）

　本委員会は、平成25年5月21・22日の金融政策決定会合において、金融政策決

定会合の議事要旨（2013年4月26日開催分）注1）を承認した。

　

注1 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（5月27日公表）。
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（２）通常会合関係

◆第128回事業年度決算等に関する件（4月30日）

　本委員会は、平成25年4月30日、第128回事業年度（平成24年度）決算等につ

いて、下記のとおり決定した注2）。

　その後、日本銀行は、第128回事業年度決算にかかる財務大臣の承認・認可を

受け、5月29日、同事業年度決算等について公表した。その概要は別添のとおり

である。

記

　第128回事業年度決算等について、次のとおりとすること。

1 .　第128回事業年度財務諸表及び同財務諸表に係る附属明細書並びに同下半期

損益計算書を別紙1及び別紙2のとおりとすること。

2 .　第128回事業年度の損益計算上の剰余金の処分を別紙3のとおりとすること。

3 .　第128回事業年度決算報告書（業務の用に供する不動産の取得に要する経費

を含むもの）を別紙4のとおりとすること。

　

注2 ）　本件は、本委員会で4月中に決定したものですが、第128回事業年度決算等の公表後

に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆･総裁および中曽副総裁の兼職を承認する件（5月7日）

　本委員会は、平成25年5月7日、「役員の兼職に関する特則」2．（1）または（2）
ロ．に基づき、黒田総裁について次の兼職を承認することを決定するとともに、

任期の定めがある兼職について同一の職に再任される場合は、その兼職を承認

することを決定した。

　また、「役員の兼職に関する特則」2．（2）イ．に基づき、中曽副総裁につい

て次の兼職を承認することを決定した。

1 .　黒田総裁

兼　職　名 報酬の有無 任　期

国際決済銀行理事 有 3年（注1）

一般社団法人日本機械工業連合会顧問 無 2年

公益社団法人日本租税研究協会顧問 無 定めなし

社団法人日本中小企業団体連盟顧問 無 2年

東京商工会議所顧問 無 3年（注2）

（注1）前任者の残任期間は平成27年9月12日まで。

（注2）前任者の残任期間は平成25年10月31日まで。

2 .　中曽副総裁

兼　職　名 報酬の有無 任　期

関税・外国為替等審議会委員 無 2年（注3）

関税・外国為替等審議会外国為替等分科会委員 無 2年（注3）

（注3）前任者の残任期間は平成27年3月12日まで。
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◆･参与の推薦に関する件（5月7日）

　本委員会は、平成25年5月7日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務

大臣に対し、槍田 松瑩 氏および森 詳介 氏を参与に推薦することを決定した 

（6月4日、財務大臣より任命）。

◆･平成24年度の業務概況書の作成に関する件（5月17日）

　本委員会は、平成25年5月17日、平成24年度の業務概況書の作成について、第

128回事業年度財務諸表が日本銀行法第52条第1項の規定に基づく財務大臣の承

認を受けることを条件に、決定した（なお、日本銀行は、5月29日、同概況書を

公表した）注3）。

　

注3 ）　同概況書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆･「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（5月
28日）

　本委員会は、平成25年5月28日、日本銀行法第54条第1項の規定に基づき、「通

貨及び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀行

は、6月14日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。

　同報告書は、平成24年10月〜25年3月中に実施した金融政策運営等について記

載したものであり、その構成は以下のとおりである注4）。

要　　旨

Ⅰ．経済及び金融の情勢

　1 .　経済の情勢

　　（1）国内実体経済

　　　（概況）

　　　（輸出は、年末頃にかけて減少を続けたあと、下げ止まった）

　　　（鉱工業生産は、年末頃にかけて減少を続けたあと、下げ止まりから持ち直

しに向かった）

　　　（設備投資は、全体として弱めの動きを続けたが、年度末にかけては下げ止

まりに向かった）

　　　（住宅投資は持ち直し傾向を辿り、公共投資は増加を続けた）

　　　（雇用・所得環境は厳しい状態が続いたが、労働需給面では年明け以降、改

善に向かう動きがみられた）

　　　（個人消費は、年明け以降、消費者マインドの改善などを受けて、次第に底

堅さを増した）

　　（2）物価

　　（3）海外経済

　2 .　金融面の動向

　　（1）国際金融資本市場

　　（2）短期金融市場

　

注4 ）　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください 

（6月14日公表）。
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　　（3）債券市場

　　（4）株式市場

　　（5）外国為替市場

　　（6）企業金融

　　（7）量的金融指標

Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段

　1 .　金融政策決定会合の開催実績

　2 .　金融政策決定会合における検討・決定

　　（1）概況

　　（2）「経済・物価情勢の展望」とその中間評価

　　（3）金融経済情勢に関する検討

　　　イ．24年10月4、5日の会合

　　　（欧州債務問題を背景とする投資家のリスク回避姿勢は、やや後退した状態

が続いている）

　　　（海外経済は、減速した状態がやや強まっている）

　　　（わが国の景気は、横ばい圏内の動きとなっている）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ロ．11月の会合

　　　（欧州債務問題を背景とする投資家のリスク回避姿勢は、やや後退した状態

が続いている）

　　　（海外経済は、減速した状態が続いている）

　　　（わが国の景気は、弱含みとなっている）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ハ．12月の会合

　　　（欧州債務問題を背景とする投資家のリスク回避姿勢はこのところ後退し

ている）

　　　（海外経済は、減速した状態が続いている）

　　　（わが国の景気は、一段と弱含んでいる）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）
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　　　ニ．25年1月の会合

　　　（国際金融資本市場における投資家のリスク回避姿勢は後退してきている）

　　　（海外経済は、減速した状態が続いている）

　　　（わが国の景気は、弱めに推移している）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ホ．2月の会合

　　　（国際金融資本市場における投資家のリスク回避姿勢は後退してきている）

　　　（海外経済は、減速した状態が続いているが、持ち直しに向けた動きもみら

れている）

　　　（わが国の景気は、下げ止まりつつある）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）

　　　ヘ．3月の会合

　　　（国際金融資本市場における投資家のリスク回避姿勢は後退した状態にある）

　　　（海外経済は、減速した状態が続いているが、持ち直しに向けた動きもみら

れている）

　　　（わが国の景気は、下げ止まっている）

　　　（消費者物価の前年比は、概ねゼロ％となっている）

　　　（金融環境は、緩和した状態にある）

　　（4）金融政策運営を巡る議論

　　　イ．物価の安定の考え方

　　　ロ．強力な金融緩和の推進

　　　ハ．貸出増加の支援

　　　ニ．金融政策運営を巡るその他の論点

　　（5）金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　　　イ．担保価格等の見直し

　　　ロ．資産買入等の基金の増額等

　　　ハ．貸出増加を支援するための資金供給の導入

　　　ニ．米ドル資金供給オペレーション等の実施期限等の延長

　3 .　金融市場調節の実施状況

　4 .　日本銀行のバランスシートの動き
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Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容

　1 .　金融政策運営に関する決定事項等

　2 .　金融政策手段に係る事項の決定又は変更

　3 .　金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧

◆･政策委員会月報（平成25年4月）に関する件（5月28日）

　本委員会は、平成25年5月28日、政策委員会月報（平成25年4月）を承認した。



38 日本銀行政策委員会月報

　2．報告事項

●�企業向けサービス価格指数・2010年基準改定の基本方針
　（調査統計局）注）

●�2013年国際コンファランスの概要（金融研究所）

●�金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告
　（金融機構局）

●�最近の考査結果の概要（金融機構局）

●平成24年度の業務系統の運営と当面の課題（業務局）

●2013/3月末における本行バランスシートの状況（企画局）

　

注 ）　インターネット・ホームページをご参照ください（5月16日公表）。
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